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リーダーの危機認識の変遷と経営行動に関する
テキスト分析
井 村 直 恵
１．問題設定
人の寿命が永遠ではないように企業の寿命も永遠ではない。好況の時もあれば、不況もある。経済
情勢の悪化が原因となって傾くこともあれば、些細なミスがもとで、存続が危ぶまれるような危機に
陥ることもある。企業にとっては失敗が本当に深刻化する前に気づき、再生に向かっての努力を開始
すれば、回復の可能性は大きくなる。だが破綻に至る多くの企業は、小さな綻びを看過もしくは軽視
してしまったことが積み重なって、再生不可能な状況にまで陥っている。企業の再生にどのような要
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因が重要であるのかに焦点を当て、再生手法について議論する研究は数多く存在する（例：Slatter
&Lovett,2006）。一言で企業の失敗と言っても、企業の失敗は、その深刻さ、規模、原因などにお
いて様々に分類される。例えば、失敗の規模は赤字の程度、自己資本比率などで測定でき、深刻さを
分析する手法としてアルトマンZなどの指標が開発されてきた。
一方、企業の寿命30年説もよく指摘される。これに対して、清水（2000）らが、その検証を行っ
ている。また社長の任期の長さ（三品、2005）、意思決定の失敗（佐野、2001）、技術的標準を巡る
争いでの戦略の誤り（Utterback,1996;Christensen,2003）なども要因として指摘されている。
企業の失敗の原因には、顧客の需要の変化、環境変化などの外部要因の他、戦略の選択の誤り、意
思決定体制など様々な要因が影響する。Burgelman（2001）は、事業戦略におけるミドルマネジメ
ント主導による組織的意思決定の重要性を指摘し、それがトップマネジメントによって公式化される
ことにより、企業における公式的、戦略的意思決定となると指摘した。だとすると、事業がうまくい
かなくなった場合に、トップマネジメントが現状をどのように認識し、事業の立て直しをはかるか、
というトップマネジメントの主観的認識が、その後の戦略的意思決定にどのように影響し、当該事業
が再生する事なく破綻に至ったのかを明らかにする事で、ある程度のシナリオを描く事が可能となる
はずである。
本研究では、従来の研究であまり焦点を当てて議論してこなかった意思決定者の主観的認識と戦略
的意思決定との関係にアプローチすることで、日本企業における失敗事例に多く見出された要因を探
る事を目的とする。そのために、本研究では、コンピュータを利用したテキスト型データ分析
（ComputerBasedTextAnalysis:CBTA）を用いた。以下では、企業破綻を回避することを目的と
した再生プロセス、財務診断等の先行研究をレビューした後、CBTAについて概観する。本稿では、
『日経ビジネス』に連載されている「敗軍の将 兵を語る」という特集記事を分析することで、危機
を経験したリーダーの語りをもとに、危機の原因や危機を認知した後の経営行動を探る。
２．背 景
企業はどういう場合に失敗するのかについては、従来より様々な形で指摘されてきた。例えば
Barnard（1938）は、組織が存続するためには組織均衡を維持する事が重要であると指摘した。
Barnardに立脚すれば、組織均衡を維持し得なくなったときに、組織は存続し得なくなる。これが
組織が失敗した状況である。清水（2001）は、企業の寿命をステイクホルダーとの関係を維持する
能力として捉え、「経営状況が良好である」ことが関係維持能力としての企業の寿命の指標となると
いう。財政状態や資金繰りの悪化による企業の経営破綻として出現する企業の失敗の背後には、様々
な要因が複雑に影響している。許斐（2005）は、企業の失敗の原因として経営環境の激変への不適
合と経営意思決定のミスや経営問題の解決不能の2点を指摘する。環境変化の激変への不適合の要
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因としては、時代によって影響する要因が大きく変化する。また経営意思決定のミスや経営問題の解
決不能については、競争力の喪失、新規事業や設備投資の失敗に寄る財務面でのリスクの増加など、
企業が市場で自律的な競争優位を維持していく力の喪失が影響する。これらはリーダーシップの失敗
でもある。以下ではこの2点について順に検討していく。
まず企業の失敗原因の企業環境の激変への不適合の影響が、どのように時代によって推移してきた
かを観察する。倒産が頻発したいくつかの時期を取り上げ、倒産の原因を分析する。許斐（2005）
は以下の4つの時期が特徴的であると指摘する。1970年代初頭の石油危機の時期は、我が国の石油
化学関連企業の多くで、国際的コスト競争優位性を維持できなかったことによる。1980年代後半に
は、輸出主導型の組立産業が円高による相対的コスト高により国際市場での競争力を失った。国内の
製造拠点の維持が困難になり、アジア諸国への製造拠点の移転を画策した企業も多かったが、人的・
財務的体力がない企業は、国内市場の空洞化問題やアジア諸国への進出の失敗などから倒産する事と
なった。1990年代に入ると、日本の国内市場でのバブルが崩壊し、不動産関連の各種企業や不動産
に立脚した資金調達に依存していたゼネコン、流通業、ゴルフ場、ホテルなどが破綻した。2000年
前後には、金融機関の貸し出し制限の影響を受け、資金調達が困難になったことによって破綻する企
業が多くなった。縮小した企業間信用の影響で企業が破綻すると、金融機関にとっては貸付金の回収
が不可能となり、大手金融機関のほとんどに公的資金注入という経済不安を引き起こすことになった。
加えて、企業の存続及び失敗に企業が如何に対処するかという姿勢や戦略上の選択の傾向は、企業
の規模や国によっても異なる。Drucker（1954）は、産業社会においては大企業に資源を集中させ
なくてはいけないと述べ、特に大企業において企業の存続が強く意識されていることを指摘した。日
本においては、Druckerが指摘するように、長期間業績低迷が続いている大手企業が多く挙げられ
る。だが同じアジアにある台湾を例にとれば、大手企業が長期間業績不振に陥っているケースはほと
んど見られない（陳＆井村、2007；陳＆井村、2008）。この原因として、Imura&Chen（2008）
では、日台企業を比較し、台湾企業の業績回復のパターンはV字に近く、しかも赤字が一期で回復
する事が多いが、日本企業はU字に近い緩やかな回復が多いことを確認している。この差異を生じ
させる理由として、日本企業の場合、集合的意思決定を重視するため、危機認識や意思決定に時間が
かかり、本当に深刻な事態になるまでクリティカルな対策を講じない傾向があることを指摘した。ま
た、深刻な経営危機に陥った場合にも、日本の大手企業の場合は合併等によりなんとかして企業を存
続する事例が多いが、台湾企業の場合、失敗に陥った企業は大企業・中小企業に関わらず、早期に休
眠企業にしてしまい、同じ経営者が新たな企業を立ち上げる場合も多い（陳・井村、2007）。
このように、企業の盛衰はマクロでみた政治経済的環境の変化や企業の意思決定体制によって大き
く影響を受ける。失敗には企業の主体的努力によって回避し得る場合もあるが、2008年秋のリーマ
ンショックにおける突然の構造的不況のように、個別企業の主体的努力によっては回避し得なかった
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であろう原因により、業績の悪化や事業上のポジションの後退も起こりうる。危機を企業の主体的努
力によって回避し得た場合においては、環境の認識の不十分さや環境への対応の不適切さなどが、失
敗を生じさせる原因となる（佐々木＆橘木、2005）。
以上のような視点から、本研究ではまず失敗企業が自らの失敗原因を振り返ると、どのような要因
を認識し、それがいかなる戦略の選択と関係していたのか、その認識や意思決定が時代とともにどの
ように変遷してきたかについて、分析する。
次に日本の組織におけるリーダーシップの失敗については、菊澤（2009）、野中他（1991）によ
る、第2次世界大戦下での日本軍の失敗の研究がよく知られている。彼らは組織内部の意思決定シ
ステムやトップの認識の欠如がどのように組織を誤った方向に導くのかという観点から、組織の失敗
要因を示している。
森田＆杉之尾（2007）では、失敗を避けるためには、リーダーシップで肝要なのは、適切なタイ
ミングで撤退の意思決定をすることであると強調する。森田＆杉之尾は、複数の企業及び軍事におけ
る撤退や戦略転換の事例を取り上げているが、企業の事例としては、ダイエーの拡大戦略の挫折、カ
ネボウの真実を見ようとしない企業体質と粉飾決算による破綻などの失敗事例と共に、松下電器の中
村改革と日産自動車のゴーン改革の成功、IHI（旧石川島播磨重工業）の造船部門からの脱却、北欧
フィンランドの携帯電話会社で世界市場No1のノキアによる紙パルプ産業からの転換、ブラザー工
業によるミシン事業から事務機への転換、ニチロの漁業からの撤退と食品会社としての再生などの事
業転換に成功した複数の事例を取り上げている。森田＆杉之尾はこれらの事例を列記したにとどまり、
分析にまで至っていない。しかしこれらの事例を整理して分析すると、リーダーシップの観点から失
敗に至る2つの要因が見えてくる。1つ目が、既定路線の維持であり、2つ目が、改革を押し進める
ニューリーダーの不在と決断力のなさである。危機に気づいて行動を起こす判断を行うのは、企業の
トップマネジメントに限らず、プロジェクトリーダーなども同様である。ゆえに、意思決定権を持つ
者を総称して、本研究では「リーダー」と呼ぶこととする。
Ouchi（1981）は日本企業の特徴的原理として、彼の代表的な著書『セオリーZ』の中で、企業
内での互いの信頼、行き届いた気配り、親密さなどが生産性に対して有効に機能していることである
と述べる。そしてそれを支える経営システムとして、終身雇用や日本特有の昇進制度のあり方、参加
的アプローチを取りつつ、集団的意思決定による意思決定のスタイルなどを挙げる。Ouchi以外に
も、Deal&Kennedy（1982）、Pascale&Athos（1986）なども、日本企業の合意を重視する文化
が高い経営成果にプラスの影響を与えていると主張する。このように日本的経営スタイルは、日本の
研究者（岩田、1977；津田、1977）らだけでなく、欧米の研究者からも日本企業における合意重視
の経営スタイルは高い評価をされていた。また、日本的経営は欧米のような経済性の論理だけでなく、
納得性とのバランスが重視されている（津田、1977）。しかし、日本的経営の特徴である集団的意思
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決定は納得性を得るためには意思決定に時間がかかり、タイミングを逸してしまう事にもなりかねな
いという負の側面がある。これは特に大きな変化や難しい問題に直面する場合には、組織の意思決定
の即時性にマイナスに作用する。近年では、こうした日本的経営の利点として指摘されてきた組織文
化や経営システムが、不確実性の高い業界や撤退等思い切った組織変革が要求される業界等では、上
手く機能しない可能性が指摘されている（延岡、2002）。日本企業が1980年代の成功を経て、かつ
ては合理的な水準であった日本的な意思決定スタイルや組織文化を過度に学習しすぎてしまい、目的
の転移が生じて（Merton,1949）、必要以上の調整努力を強いることになっている可能性もある（沼
上他、2007）。その場合、組織の戦略的転換や変革は大変困難である。
既定路線の維持について検討するために、本研究ではリーダーの年齢と発言内容との関係に焦点を
当てる。長期雇用をベースにした日本の労働環境においては、一般的にはリーダーの年齢が高いと、
企業内での経験値が高いため、従来のしがらみを断ち切った思い切った改革を断行するのが困難にな
ると考えられる。ゆえに日本企業を対象とした調査では、既定路線の維持については、リーダーの年
齢である程度操作化できると考える。
また、転職歴のあるリーダーと1つの企業だけの経験しかない生え抜きのリーダーでは、多様な
組織文化や制度に対する経験値が異なるため、異なった認識や行動が見られる事が考えられる。一般
には、思い切った変革には、生え抜き社長ではなく、他社からの引き抜きで就任する社長の方が行動
力や改革力があるとされる。三枝（2001）は政治性を戦略性の大局にある意思決定原理であると述
べる。組織内の調整活動が組織全体の合理性を志向するのでなく、内向きの合意形成を重視すること
や（沼上他、2007）、上ばかりを見るメンバーを重用するなどの、トップによる経済合理性を犠牲に
した行為がまかり通る理由も、官僚制機構での内部昇進制度により、不合理な政治的解決になりがち
であることに起因する。外部のリーダーは、こうした組織文化における内向きな組織内の政治的調整
をスキーマとして学習していないため、より合理的で戦略的な意思決定が望めるかもしれない。同様
に、Mintzberg（1973）は、リーダーは主観的でヒューリスティックな判断を行うと述べる。しか
し当該リーダーが転職を経験している場合、自分とは異な意思決定スタイルを持った既存の社員に対
する意思伝達が必要となるため、意思決定の方法がより合理的で説得的な理論（Schilit,1987）を用
いる必要がある。そのような戦略オプションの提案には、客観的で検証可能なコンセプトを作り出す
必要がある（野中、1990）。以上の研究から、転職経験者は生え抜きリーダーに比べて分析的な方略
で判断しており、生え抜きリーダーはより主観的でヒューリスティックな判断を行っている可能性が
ある。以上のように、転職歴の有無が危機認識やその後の行動に与える影響も異なっていると考えら
れる。
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３．研究方法
．テキストデータ分析の概要
上記の問題を解決するため、本研究においては、テキスト分析の手法を用いる。テキスト分析とは、
内容分析（Krippendorff,1980）とも呼ばれる手法であり、質問票調査における自由回答、自由記
述や、会話や新聞雑誌などの記述分析に用いられる手法である。欧米では、ComputerBasedText
Analysis（CBTA）と呼ばれ、社会学や文化人類学、コミュニケーション学の分野等で活用されて
いる。
その手順は、
１）データの取得
２）コード化
３）各種統計的処理
という過程を経て、行われる。内容分析は、従来コード化に多大な人的エネルギーが必要となる作業
とされてきた。しかし近年、コンピュータ技術の発達とそれに伴うコンピュータの処理能力の向上に
よって、より大量のデータ分析が可能となり、社会調査（意識調査、態度調査）や市場調査の場面に
おいて、導入が進んできている。欧米ではComputerBasedTextAnalysisとして、Clementine
などの分析ソフトなどが発達することにより、Kabanoffetal.（1995）などの研究がある。一方、
日本におけるこの分野の研究は、日本語の持つ特性により、英語等他の欧米言語と比較すると遅れて
おり、困難な点が多い。
第1に日本においては、コード化自体が労働集約的な作業である以前に、日本語の文章を分析す
る場合には、欧米現とは異なり、「分かち書き」されていないこと、第2に漢字、カタカナ、ひらが
な、外来語などが混在しているという特徴があり、欧米語に比べて要素単位の確定が困難である。第
3に日本語の場合、複数の語が連結されて複合語を形成する事が多い。こうした問題があり、なかな
かテキスト型データの分析環境が整ってこなかった。日本語の処理を行うためには、形態素分析とい
う処理を行う事で、ある要素単位ごとに文章を分解するという作業を踏まねばならない（大隅＆
Lebart,2002）。ゆでに日本語のテキスト型データ分析のステップは、欧米言語でのテキスト型デー
タ分析が、データの準備（テキスト型データの打ち込み、読み出しや、データのスクリーニング）を
行った後、すぐに各種統計処理（単語の基本的統計量や属性値との間での多変量解析）に取りかかれ
るのに対し、データの準備の後、分かち書き処理、形態素分析を経て、ようやく統計的分析が可能な
データとなる。日本語のテキスト型データ分析をコンピュータ上で実施するためには、分かち書きや
形態素分析技術の発展を待たねばならなかった。1990年代後半より形態素解析の研究が進み、日本
においても近年ようやく複雑なデータの解析が可能になってきた。こうした制約が存在するため、経
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営学の分野においては、まだまだ一般的な手法とはいえず、先行研究も質問票調査などに基づく定量
的調査に比較するとごく少数に限られる。しかし、社会調査の分野においても伝統的な標本調査法に
従ったサンプリング操作を経て実施される調査に対する批判（費用、労力、回収率の低下などによる
成果に対する期待の低下）などから定性調査に移行する傾向が見られている1）（大隅＆Lebart,2002）。
テキスト型データの解析は、従来の質問票調査に比べて1）質問項目によっては、考えたことがな
いことは答えにくい、2）予想しなかった回答や知見が得られることも期待できる、などが優れてい
る点として指摘される。一方で、1）妥当性の問題、2）適切なデータ解析法がない、3）内容の再現
性や信頼性に欠ける、などの問題点も指摘されてきた（大隅＆Lebart,2002）。これらの欠点があり
つつも、1つの主題を持って収集された、大量のテキストデータデータは、従来の定量データよりも
厚い記述となるため、それを分析することにより、従来とは異なる知見を期待することができる。例
えば今回の事例のように、人の語りをもとにしたテキスト型データ分析は、従来の定量的調査では把
握しきれなかった行為者の認知が把握できるという利点がある。
．データの概要
本研究における分析に使用するデータは、日経ビジネスに連載された1976年－2010年の「敗軍
の将兵を語る」というタイトルの特集記事を用いる。同連載記事は、日経新聞記者がその年に失敗し
た企業の社長やプロジェクトリーダー等にインタビューした内容で構成されている。データの収集に
は、3つのステップを経ている。まず、記事を過去にさかのぼると1976年から連載が始まっている
事がわかったため、1976年から2010年3月までの時点での記事のなかから、本研究の分析対象と
なるデータを選択した。今回分析対象としたのは、対象全期間内の記事の内、企業トップあるいは企
業や事業活動におけるプロジェクトリーダーへのインタビュー記事である。その為、記事のタイトル
をチェックして、企業、インタビュイーなどから判断し、政治家、スポーツ選手などの記事は割愛し
た2）。
次に、上記で捨象した記事を除く34年間分の記事本文の取得を行った。1990年以降のデータは、
日経テレコンの記事検索を行い、記事のテキストを直接ダウンロードすることができた。しかし、
1990年以前のデータは日経テレコンではダウンロードできないため、日経BP記事検索サービス
（大学版）を利用して、日経ビジネスの記事の中から「敗軍の将兵を語る」の特集記事を抜粋した。
このデータはPDF化されているため、記事の本文をダウンロードした後、OCRにかけてテキスト
化した。その後、変換の内容を精査して誤変換などを修正してデータのクリーニングを行い、最終的
に分析にかけるデータ化を作成した。結果、各年の記事の総数993件中711件（全体の71.6％）を
抽出した。また、今回の分析において、許斐（2005）が1980年代は後半に限定して議論していた
ため、1980年代前半の記事は割愛した。その結果、全期間の総記事数993件に対し、最終的に抽出
リーダーの危機認識の変遷と経営行動に関するテキスト分析 223
したデータ数が658件（66.3％）となった。
．分析方法
各テキストの属性データについては、以下のプロセスで変数を作成した。まず、抽出したデータか
ら、雑誌の掲載日時に着目し、掲載された年を属性として選定した。次に、本文に付随して記載して
ある事の多い（すべての記事に記載されている訳ではない）リーダーの略歴情報を元にして、年齢層、
転職歴の有無などを抽出した。本研究において、分析に用いるソフトウェアは『TrueTeler』を使
用した3）。以上のように、本研究では、分析データ（テキスト型データ）として、「敗軍の将兵を語
る」のインタビュー記事本文とタイトルを使用した。対象者の特性を示す変数として、年代（1970
年代、1980年代後半、1990年代、2000年代）、リーダーの年齢（記事掲載当時）、転職歴の有無
（生え抜きか否か）などを抽出した。これらの属性の抽出においては、それぞれの略歴を1つ1つ確
認した上で、分析者自らが手作業で行っている。
分析のプロセスとしては、得られた言語を、自然言語処理の第1段階と言える形態素解析により、
文法的に意味付けが可能な最小単位である形態素に分割した。この作業を分かち書きと呼び、分割さ
れた単語を「構成要素」と呼ぶ。またその中から特徴的な語句として抽出されたもの（記号、句読点、
助詞等が削除される）を「キーワード」と呼ぶ（鳩間他、2004）。
．データの事前処理
テキストデータの事前処理は鳩間他（2004）に準拠した。まず、分かち書き処理により構成要素
として生成された後の意味が曖昧になる語句や、分かち書き処理が必要以上に行われてしまう場合等
が含まれる（鳩間他、2004）。それゆえ分析に入る前にテキストデータの編集が必要となるため、事
前にテキストデータのエディティングを行った。編集後、有効サンプル件のテキストデータに分かち
書き処理を行い、構成要素変数を作成した。次に、分かち書き処理後の構成要素から記号、句読点、
特殊文字、助詞等が含まれているので、これらを削除する。
さらに構成要素全体を概観し、単一では解釈できない語は不要語とみなし削除を行い、同義語や同
類語については併合した
４．結 果
．構成要素の出現頻度分布
分かち書き後の構成要素を概観し、記号や句読点などの不要後の削除や、語句の併合などの処理を
行った。編集後の構成要素について、出現割合（全構成要素に占める各構成要素数）順に整理した。
上位100位までをリストで示したのが表1である。表1中、「頻度」とは、選択グループ内の文章で
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表1：構成要素の出現頻度分布
その単語が利用されている回数を示す。1データ中に複数回出現する場合、出現した数だけカウント
される。「割合」とは、選択グループ内での総単語件数に対する割合を表す。「件数」は、選択グルー
プ内での件数を表す。文章内で同じ単語が複数回出現していても1件とカウントする。その結果、
出現割合が高い構成要素は、「会社」、「考える」、「経営する」、「社長」、「問題」、「受ける」、「日本」、
「資金」、「作る」、「社員」等であった。
これらの出現割合の高い単語を中心に、その単語と係り受け関係にある単語、同時に利用される事
の多い単語の上位を単語マップとして示したものが図1である。単語マップでは、構成要素間の位
置が近いほど、同時に利用される関連性の高い単語である。2つの単語間の係り受けの多さは、線の
太さで示され、各構成要素の件数の多さはバブルの大きさで示されている。出現割合が最も高い「会
社」の場合、「会社」という言語の出現は「経営者」との関連性が最も強い。また、「更生法」などと
は関係が強く、他には「規模」、「拡大」との関係が強い。「倒産」も共起している。図1の言語マッ
プでは、規模や拡大などを会社の倒産や更生法申請の原因となったとトップが語っていることを示す。
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図1：単語マップ例 【会社】の単語マップ
．年代別でみた出現頻度分布
次に、全期間の編集後の構成要素を許斐（2005）に準拠して、1970年代、1980年代後半、1990
年代、2000年代の4つの時代区分ごとに抽出した。許斐の企業破綻に関する分析は1980年代前半
を含まないため、この期間は今回の分析対象からは削除する。
ここではそれぞれの期間において特徴的に出現する単語や係り受けを把握するため、キーワードを
抽出する。それぞれの時代区分ごとに他の時代区分に比較して、どのような用語が多く用いられるか
を知ることで、その時代の特徴が把握できる。キーワードは、全体に比べて、選択されたグループで
特に偏ってよく出てくる単語を示している。スコアは、偏り具合を表す指標で、グループの特徴を表
す度合いを示している。スコアの高いキーワードを、20語ずつ抽出して整理したものが表2である。
スコアの数値が1に近いほど、当該単語はそのグループ特有に出現している単語であり、0に近づく
ほど、他のグループでも平均的に出現する特徴のない単語となる。－1に近ければ、他のグループに
比べて、他のグループに特徴として出るが、そのグループでは出現しにくい単語であることを示す。
出現割合が高い単語の上位3つまでを年代順にあげれば、1970年代後半では、「わからない（わ
かる（否定））」、「いわない（いう（否定））、「石油」、1980年代後半では、「はかる」、「円高」、
「元々」、1990年代に入ると、「バブル」、「さまざまだ」、「崩壊する」などの単語が特徴的に出現す
る。2000年代には「民事再生法」、「分かる」、「お客様」等が特徴的な単語であった。
1970年代には第3位に石油が出現しており、許斐（2005）が指摘するオイルショックの影響につ
いての言及が多いことを示している。その他にも、1970年代のキーワードには、否定語（「いやだ」、
「だめだ」、「悪い」等）が数多く出現する。高度経済成長による右肩上がりの景気が停滞する中で、
リーダーが破綻の原因を振り返り、現状を否定したり、閉塞感を示していることが推察される。
1980年代後半は、バブル経済に湧く時期である。この時代、「円高」、「国際的だ」「競争力」など
の単語とともに、「安上がりだ」、「合理化する」などのコストに関する単語や、「元々」「従来」など
既存の時期を示す単語が出現する。1985年のプラザ合意後における急速な円高や経済のグローバル
化、及び『MadeinJapan』に対する国際的な認知度の高まりと、国際的な競争市場において、特に
生産に関する国際的な市場競争が強く意識されている。
1990年代には、前半はバブル経済崩壊、後半は国内では金融システムの崩壊や、国際的にはアジ
ア危機などマクロ経済情勢が大きく変動した時期である。このことを反映して、「バブル」、「土地」、
「不動産」、「リストラ」などのバブル経済崩壊に伴う経済的混乱に関する単語が多く上位に登場する。
また「金融機関」、「融資」、「銀行」など、相次ぐ金融機関の倒産に伴う経済の混乱、や従来、間接金
融に頼っていた日本企業が突然の金融機関の危機による貸し渋りで「悪化」、「崩壊」する経済システ
ム全体に関する単語が多く登場する。
2000年代には、「民事再生法」、「破綻する」などとともに、「更生だ」、「発表する」、「責任者」、
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「信頼する」、「情報」などの単語が多く登場する。2000年代のキーワードは、2000年代に入ってコ
ンプライアンスに関する事件が多く発生してきた事と関連し、「お客様」のことを無視した経営方針
に対する謝罪（「申し訳ない（「申し訳（否定）」）」などが数多く言及された事を示している。
同様に、同じ時代区分を用いて、キーワード間の係り受けについても調査した（表3）。それぞれ
の年代における上位3位までを要約すれば、1970年代には「高度」－「成長する」、「人材」－「い
らない（いる（否定））」、「ノウハウ」－「経営する」、1980年代後半になると、「商品」－「できる」、
「ベンチャー企業」－「相次ぐ」、「莫大だ」－「投資する」、1990年代には「地価」－「下落する」、
「和議」－「申請する」、「バブル」－「崩壊する」などが出現する。2000年代に入ると、「民事再生
法」－「適用する」、「民事再生法」－「申請する」、「法令遵守」－「法令遵守する」などが出現して
いる。
その他にも、1970年代には、「品質」－「よい」、「方法」－「悪い」など品質や経営の仕方に対
する評価、「社員」－「独立する」、「社長」－「やめる」、「当然だ」－「スカウトする」など、人材
が流動化し、人材を見つけることの難しさについても言及が多い。1980年代後半は、「円高」－
「始まる」、「円高」－「影響する」、「自由化」－「輸入する」、「輸入品」－「対抗する」などの円高
の影響が強く意識されている。また、日本市場が飽和したことによる需要の伸びの落ち込みにより
「シェア」－「奪い合う」、「価格」－「小売りする」など競争の激化を伺わせる表現や、「膨大だ」－
「投資する」、「新ただ」－「提案する」「ベンチャー企業」－「相次ぐ」など企業が前向きに投資、拡
大するのと同時に、ベンチャー企業の台頭などが強く意識されていた。
2000年代には、「民事再生法」－「適用する」、「民事再生法」－「遵守する」、「法的」－「整理
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表2：時代区分別 キーワードの出現頻度相違
する」など、企業再生の法的スキームを意識した係り受けが上位に数多く登場する。だがそれ以上に
目につくのが、「会社」－「信頼する」、「公正だ」－「やってく」、「事件」－「起きる」、「社会」－
「信頼する」、「事件」－「起こす」、「容疑」－「逮捕する」など、不祥事に関連して使用される表現
が頻発する。この事から、2000年代にはコンプライアンスが課題となった問題が数多く発生し、そ
の結果、企業が信頼を失い、破綻に至ったと認識するリーダーが多いことを示している。
．年齢による影響 キーワードの分析から
次に、リーダーの認識が、リーダーの年齢によってどのように異なっているか調査した。調査開始
時点からの対象データにおける全区間を通したリーダーの平均年齢は58.3歳、最小は27歳、最高
が85歳である。
年齢による区分は20代から20歳ごとに、20・30歳代、40・50歳代、60・70歳代、80歳代以
上とした（表4）。20歳代には元ライブドア社長堀江貴文などが含まれる。分析の結果、頻出単語を
比較すると、20・30歳代では、「インターネット」、「ユーザー」、「父親」、40・50歳代は「売上」、
「倒産する」、「まともだ」、60・70歳代は「古い」、「強い」、「辞任する」、80歳代以上は「金貸し」、
「うるさい」、「焼け野原」などがそれぞれ上位3位までにあがった。その他には、20・30歳代では、
「メディア」、「ベンチャー企業」、「ネット」などのIT関連のベンチャー企業の経営に関する用語が
頻出する。同時に「華やかだ」、「すさんだ」、「強気だ」、「人間的だ」、「父親」など、他の世代と比べ
て、ライフスタイルや経営の背後にある生活に対する感覚などのプライベートな事項に関する事柄や
印象を述べた形容詞が多く登場するのも特徴である。40・50歳代になると、「売り上げ」、「売上高」、
「倒産する」、「資金繰り」、「販売する」、「売却する」など、経営上の諸問題面に関する単語が増える。
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表3：時代区分別 キーワードの係り受け推移
60・70歳代では、「就任する」、「辞任する」、「務める」、「会長」、「社長」などリーダーがオーナー
社長や創業者ではなく、サラリーマン社長であることを示す単語が多く出現する。と同時に、「組織
する」、「体制」など組織運営に関する単語の出現が多い。80歳代以上としたカテゴリーでは、「焼け
野原」、「譲る」のように戦後の復興期に事業を興した創業者社長（会長）である事が推察される言語
が出現する。「インサイダー」、「まずい」、「取引法」などもこの世代の特徴でもある。
次に同じ年代区分での係り受け関係について解析する（表5）。それぞれの世代における頻出係り
受け関係上位3位まではそれぞれ20・30歳代では「具体的だ」－「狙う」、「会社」－「優良だ」、
「データ」－「提出する」、40・50歳代では「業績」－「予想する」、「路線」－「拡大する」、「黒字」
－「転換する」、60・70歳代では、「会長」－「就任する」、「相談役」－「退く」、「大幅だ」－「減
らす」、80歳代以上では「子会社」－「建設する」、「経営者」－「優秀だ」、「損害」－「与える」が
あがっている。その他上位の係り受け関係も精査すると、20・30歳代ではインターネット関連の用
語が多く、不正アクセスや著作権侵害などが経営上の課題になっていること、また、ベンチャー企業
が中心であり、資金面で「自転車」－「操業」になっていることが経営上の課題となっている。40・
50歳代では、業績に関する言及が多く、上位3位の他にも、「黒字」－「転換する」、「赤字」－「連
続する」、「業績」－「回復する」、「連鎖」－「倒産する」など業績を強く意識した係り受け関係が多
いことや、「路線」－「拡大する」、「積極的だ」、「出店する」など積極的な拡大路線が破綻につながっ
た原因として言及されている。60・70歳代では、「退職者」－「希望する」のように、企業立て直
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表4：年齢別 キーワード出現頻度相違
しのためにリストラ策を講じたことが述べられている。また、上位3位まで以外にも「会長」－
「務める」、「社長」－「辞める」、「責任」－「取る」、「会長」－「辞任する」などのように、業績不
振の結果、自らの進退について言及したと思われる用語が多い。また、「体質」－「古い」、「環境」－
「変化する」などのように、急激に変化する環境変化の中、企業変革をはかったものの、企業体質の
古さで苦慮したことが伺える用語も多い。一転、80歳代以上では、「責任」－「果たす」、「相談役」－
「退く」などのように、創業者社長が自らの役割を終え、退任したことや、「インサイダー」－「取引
する」、「有罪判決」－「受ける」、「地裁」－「受ける」、「損害」－「賠償する」など不祥事に関する
言及が多い。
．転職の有無による影響 キーワードの分析から
では、リーダーの経歴は、企業破綻に関する認識の中では、どのように影響するのか。一般的には、
企業再生における改革を行う際には、生え抜き社長ではなく、日産自動車のカルロス・ゴーンのよう
に外部からの社長の方がしがらみがなく組織改革に着手できるため実効性が高いと考えられている。
パナソニック（当時は松下電器産業）の中村邦夫は生え抜き社長でありながら、2000年4月の社長
着任後6年の間にパナソニックの改革に成功した。中村改革が注目されるのは、パナソニックの組
織変革に成功した事とともに、彼が生え抜き社長でありながら大改革に成功したという点でもある。
中村の場合、社長着任前からパナソニック社内及び取引先からも高い評価を得ていた。その中村が、
人事制度改革から取引構造改革、グループ会社も含めた組織構造に至るまで、事業システムの抜本的
な改革を実施する上で、過去の成功が大きく奏効している（伊丹他、2007）。今回分析した事例では、
658件中、転職経験があったのが364件、転職経験なく生え抜きのリーダーが244件（残りは不明）、
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表5：年齢別 キーワード係り受け相違
である。
転職経験有り組、転職経験なし組（プロパー組）の上位20語までを比較すると（表6）、転職あり
組が動詞が多い（「できる」、「来る」、「設立する」、「再建する」、「失敗する」、「経営する」、「融資す
る」、「運営する」、「投資する」、「倒産する」：合計10語）。一方プロパー組は形容詞が多い（「楽だ」、
「随分」、「残念だ」、「甘い」、「慎重だ」、「安全だ」、「必死だ」、「世界的だ」：合計７語）。動詞は意思
決定と関係しており、転職経験組は意思決定や行動を示す。一方の形容詞は感覚的な心証などを示す
変数である。このことから、転職あり組のほうが、転職なし組に比べて、判断力、行動力があると言
える。
また、係り受け関係については、転職あり組では、「債権」－「放棄する」、「資金」－「貸す」、
「資金」－「ショートする」、「資金」－「借りる」、「株式」－「公開する」、「資金繰り」－「苦しい」、
「土地」－「買う」など資金調達に関する言及が大変多い（表7）。そのほかにも、「会社」－「設立
する」、「ソフト」－「開発する」など、前向きな経営判断も出現する。一方プロパー組は、「社長」－
「復帰する」、「社長」－「辞める」、「元社長」－「逮捕する」、「社員」－「優秀だ」などのように、
社内の管理面での発言が多い。同様に、「世代」－「若い」、「甘い」－「反省する」、「強い」－「批
判する」、「良い」－「仕事する」、「甘い」－「意識する」、「幅広い」－「手供する」、「様々だ」－
「反応する」、「良い」－「戻す」、「価値」－「新しい」、「ハイテク」－「良い」など、形容詞を用い
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た感覚的な発言が多い。1つの企業から他の企業へ移動すると、元いた組織での常識やプロセスなど
が通用せず、自らの行動、意思決定について論理的な説明を迫られることも多い。意思決定の価値判
断基準は組織の文化などに埋め込まれたものであるため、自分の意思決定の判断基準を明らかにし、
その結果としての成果が求められる。転職あり組はこうした組織文化の違いを経験しており、その結
果、自らの成果を示す手段として原因と結果、行動と予測される成果を明示的に伝えるということを
日常から行ってきていると思われる。一方、プロパー組は、長年1つの社内におり、組織文化を自
らの行動規範として埋め込んできた。そのため、意思決定の際にも判断基準や原因と成果の関係など
を改めて明示する必要性に迫られる環境が少なく、形容詞や社内での人事管理面が、企業破綻の原因
として認識されていると推察される。
．年齢・転職歴の有無とテキストとの因果関係
以上の議論を踏まえた上で、ここでは年齢、転職歴の有無と、テキストとの間での因果関係を調べ
る。図2及び図3での線の太さは、関連度が強いほど関連度が高いことを示している。関連度の算
出には、リフト値を利用している。リフト値とは、全体での傾向と、特定状況下での傾向を比較した
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場合の倍数を示す。
「リフト値＝特定状況下での傾向／全体の傾向」
これにより、あるサブグループが特定のトピックについて話題にしている可能性の高さを示す。
図2・図3における数字は、年齢とテキスト中の係り受けとの間でのリフト値を示す。図表中の数
字は、左がサポート件数（サブカテゴリーの中で、その係り受けが出現している件数）、右が関連度
を示すリスト値である。図2で、リフト値が高いのは、80歳代以上の「会社」－「経営する」、「社
長」－「務める」、「適用する」－「申請する」、「経営する」－「破綻する」、「社長」－「就任する」
等である。また、20・30歳代は、「資金」－「調達する」、「株主」－「総会」、「社長」－「努める」、
「経営する」－「破綻する」などである。40歳・50歳代になると、「バブル」－「崩壊する」、60・
70歳代では「責任」－「取る」などがリフト値の特に高い項目としてあげられる。その他図表中、
関係度を線で示されているものが、リフト値の高い上位20までのものである。興味深い事であるが、
20・30歳代、80歳代以上の関係度が似ており、40歳・50歳代、60・70歳代も共に関係度の高い
係り受けが類似している。これは、20代は「ホリエモン」堀江貴文などベンチャー企業の創業者社
長が多く、80代以上も創業者社長であったり、長年1つの企業に働き続け、トップの座に君臨した
時期が長かったリーダーが、「自分の会社」という強い意識を持って経営していることを示し、一方
の40歳・50歳代、60・70歳代には、雇われ社長という意識のリーダーが多いので、失敗した場合
には「責任」を「取って」「辞任する、という流れになる事を示しているためと思われる。
また、転職歴との因果関係においては、転職歴ありは、「株主」－「総会」、「社長」－「務める」、
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図2：年齢別テキストとの因果関係
「会社」－「経営する」、「経営する」－「破綻する」、「資金」－「調達する」などとの間で関連度が
高い（図3）。一方、転職なし組はそれほど高い関連度を示すものがほとんどなく、唯一「責任」－
「取る」である。転職歴の有無という属性とテキストとの間の因果関係の分析においても、転職歴の
あるリーダーは、難しい曲面での経営判断を迫られたときに、それをどう乗り越えるかを強く意識し
て働いており、それが重要な経営判断に関する語句との間での因果関係の強さとして示されている。
一方、転職歴のないリーダーは、転職歴のある人に比べて、組織内での調整にエネルギーを傾けてい
るのではないか。その結果、破綻に至った際「責任」を「取る」という内向けな判断に至るのではな
いかと考えられる。
5．ま と め
本研究では、「なぜ我が社は破綻するに至ったのか」、という主題を、破綻した企業やプロジェクト
のリーダーが、自らの経営判断や戦略的意思決定を振り返り、どのような要因がリーダーによる主観
的な危機認識や経営判断、加えてその後の経営行動に影響を与えているのか把握することを目的とし
た。
許斐（2005）は、企業が直面する危機要因について、マクロ経済の変化の中で捉え、時代の影響
について指摘した。また、森田＆杉之尾（2007）は指導者の意思決定力や行動力の影響について議
論している。
本研究の結果、2章で述べた検討事項について以下の知見が導かれた。まず、1970年代の企業破
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図3：転職の有無別テキストとの因果関係
綻の原因は、石油ショックによる経済危機の影響とともに、高度経済成長終焉に伴う右肩上がりの景
気停滞による閉塞感とトップの現状否定傾向が、危機の認知及びその後の経営判断に影響を与え、意
思決定を遅らせた。1980年代後半には、プラザ合意に伴う急速な円高と経済のグローバル化による
国際競争力が強く認識された。このことにより、経営者の関心は競争力維持のための、生産コスト削
減に向けられた。1990年代には長引く不況とその複合的な要因から、バブル経済崩壊に伴う経営不
安（土地神話の崩壊と拡大路線の修正）、それに追い討ちをかけた1990年代後半の金融システム不
安による金融機関による貸し渋りと経済システム全般に対する信用不安が危機として強く現れる。
2000年代の経営破綻の原因を許斐は、「金融システムの縮小均衡による企業信用の低下に寄る資金
調達難」と指摘しているが、本データからは異なる要因が指摘された。本データでは、2000年代に
破綻したリーダーの多くが、事件、逮捕、信用失墜など、不祥事とそれに伴う企業に対する信用や社
会不安の増大が企業破綻につながった事例が多かった、また行動面では、社会不安を防ぐために政策
的に多様化した企業再生の法的スキームの利用を意識した発言が多い。
指導者による危機認識後の撤退の意思決定と指導力について、本研究では既定路線を維持しようと
いう慣性の力の影響をはかるため、リーダーの年齢とリーダーの転職歴の有無に焦点を当てて調査し
た。リーダーの年齢は、若年経営者（20歳代－30歳代）及び超シニア経営者（80歳以上）が似通っ
た特徴を示すという結果が得られた。これは、若年経営者はベンチャー企業の創業者が主であり、80
歳以上の経営者は、自らが創業者社長である場合もそうでない場合も含めて、日本の古くからの労働
慣行通り、終身雇用で長期間１つの会社に所属し、彼らは共に、「会社は自分のもの」という意識を
持っていることが、経営課題について雇われ社長よりもより主体的に考え、取り組む姿勢につながっ
ていると思われる。また若年経営者は意識の上でプライベートと仕事の垣根が低いことも推測される。
一方で、40歳代－50歳代、60歳代－70歳代の経営者は、企業の雇われ経営者が多いようである。
データを詳細に見ると、40歳代－50歳代のリーダーには、2代目、3代目社長も多い。彼らは、売
上、利益、資金調達などの経営上の課題に配慮するだけでなく、社長「就任」後も組織内での調整に
腐心し、いよいよ破綻に至った場合には、自らの進退に言及することで「責任を取る」という行動に
出る。それゆえ、意思決定には大変時間がかかり、思い切った決断ができないことが失敗の原因につ
ながったことが推測される。
最後に、転職歴の有無による危機認識や経営行動について分析した。主な知見は2点である。1点
目に、転職経験が有る人々のほうが、意思決定や行動を示す用語が多く、転職経験が無く1つの企
業で働き続けている人のほうが、感覚的な形容詞表現が多かったという点である。
2点目は、転職経験が有る人は、資金調達に関する言及が多く、前向きな経営判断を行っている。
一方、転職経験のない人は、形容詞を用いた感覚的な発言が多く、発言内容も組織内部でのパワーバ
ランスを意識した表現が多い。これは、転職経験が有る人々は、異なる組織を経験していており、組
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織毎に異なる行動規範や価値観の違いを乗り越える為に、意思決定の結果や経営判断を、明示的、説
得的に伝えようと心がけていると考えられる。一方転職経験の無い生え抜き組の人々は、自分が所属
する組織の組織文化のみを組織内での行動規範として学習している。そのため、意思決定の際の判断
基準や意思決定の根拠などを改めて明示化して伝達する必要性がそれほどなかったと思われる。その
結果、失敗の原因を分析する際にも、あいまいで感覚的な形容詞での表現が多くなり、転職経験のな
い生え抜きのリーダーが意思決定をヒューリスティックに判断していることが示されている。
本研究においては、上記のように企業が破綻に至るまでの危機要因、その後の行動に影響を与える
要因について、経営学部分野においては新しい手法を用いていくつかの新たな知見を得た。今回のデー
タ分析では、危機認識するまでの個々の経緯の詳細や危機認識と行動との間での因果関係の構造につ
いてまでは、明らかにするに至らなかった。これらは今後の課題としたい。
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注
1）大隅＆Lebart（2002）が「定性調査」と指す調査の内容は、文脈からテキスト型データの解析を指す。
テキストデータはリッカートスケールなどを使用した質問票調査が定量的調査であるのに対して、書か
れた文章の内容を分析するという意味では質的分析である。しかし、心理学や看護分野での「質的調査」
とは性質もアプローチも異にする。テキスト型のデータを要素単位ごとに分類し、テキスト中に登場す
る言葉（要素単位）の頻度や特性、つまり文章の特徴について定量的に解析する方法である。
2）特に1980年代後半から増加していた。
3）現在、日本語をテキスト分析するソフトウェアにはTrueTelerの他、MiningStudio、WordMiner、
SPSSTextAnalysisforSurveyなどの商用ソフトの他、KHCorderのようにフリーソフトも存在す
る。しかし、分かち書き技術や構文解析の技術等の問題から、目的や用途によって分析できる内容が異
なっており、一通り何でもできる汎用的なテキスト分析ソフトウェアは製品化されていない。
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